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韓国の戒厳令から考える日本の緊急事態条項――憲法学者の立場から 

愛敬浩二（早稲田大学） 
 
はじめに 

「韓国の教訓は、緊急事態条項があればあっという間に独裁体制が確立できること、権力濫用の歯止めを設

けても、権力者が実力を行使すれば無効にできることである。（改行）以上から、緊急事態条項を日本国憲法

に創設することに私は反対である」（永井幸寿「私の視点」朝日 25/2/7） 
 
１ 尹大統領の戒厳宣布と韓国憲法史 

「2024 年 12 月 3 日、消え去ったと思われていた戒厳法の亡霊が 45 年を経て再び現れて悪夢のように人々

にとりついた」(Won 2024) 
 
(1)尹大統領による戒厳宣布とその顛末（読売 24/12/14）【資料１】 
①22 時 27 分：尹大統領が「自由憲政秩序を守るため」と称して「非常戒厳」を宣布 
②22 時 31 分：戒厳兵約 10 人がソウル郊外の中央選挙管理委員会に侵入 
③23 時 48 分頃：戒厳兵約 280 人をヘリコプターで国会に投入 
＊国会前に集まった抗議市民は 4000 人 
④4 日 0 時 30 分頃：ソウル市内・郊外の中央選管関連施設に戒厳兵約 287 人が侵入 
⑤１時頃：ソウル市内の世論調査会社に戒厳兵約 10 人が侵入 
⑥１時１分：国会本会議で戒厳令解除要求決議案が可決 
⑦１時 11 分：国会に侵入した戒厳兵が撤退開始（2 時 3 分に撤退完了） 
 
(2)1948 年大韓民国憲法制定以降の戒厳宣布の歴史（宋 2003、文 2015） 
①1948 年 10 月（麗水・順天事件）、②1948 年 11 月（済州４・３事態）、③1950 年 7 月～1951 年春（朝鮮

戦争）、④1951 年 12 月（釜山政治危機）、⑤1960 年 4 月、⑥1961 年 5 月（５・16 クーデタ➡朴正熙の登

場）、⑦1964 年 3 月、⑧1972 年 10 月（維新クーデタ）、⑨1979 年 10 月（維新独裁に対する国民の抵抗激

化と朴大統領の射殺事件）、⑩1980 年 5 月（全斗煥５・17 クーデタ、光州事件）。 
＊保守系各紙（朝鮮日報・東亜日報）も当初、戒厳宣布に批判的（読売 24/12/4 夕） 
 
(3)尹大統領による戒厳宣布の法的評価 
①憲法 77 条 1 項の実体要件を満たさず、77 条 4 項の手続要件にも違反(Won 2024) 
②尹大統領は「大統領の非常戒厳は司法審査の対象にならない統治行為」と主張（読売 24/12/13） 
Cf. 「主権者とは例外状態における決定者である」（シュミット『政治神学』1922 年の最初の一節） 
 
２ 国家緊急権・緊急事態条項にどう向き合うべきか 

(1)「議会＝法律」による事前統制から司法を含む事前・事後統制へ 
①カール・シュミットの国家緊急権論（シュミット 2007: 2-3） 
(a) 「正常時に効力をもつ法規たる一般規範は、絶対的非常事態を決して把握することはできず、従って真

の非常事態の存否の決断を完全に基礎づけることはできない」 
(b)「どのような時が危急事態かを明示することも、現実に非常な危急事態が生じた場合にそれを除去するた

めにとるべき措置の内容を列挙することも不可能で、非常時決定権限の要件も内容も必然的に無限定なもの

となる。否そこでは法治国的意味の権限なるものはそもそも存在しえず、憲法はせいぜいそのような場合に

誰が行動しうるかを定めうるだけである」 
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②9/11 同時多発テロ事件以降の英語圏の国家緊急権論（愛敬 2012） 
(a)立法府（法律）が事前に緊急事態への対応措置を具体的に列挙することは不可能であるとしても、裁判所

が事後に個別の措置の当否を判断することは可能 
(b)執行権に対する法的統制を極小化しようとする論者の多くは、裁判官が緊急事態の問題に干渉すべきでは

ないことを実質的に論証 
＊第三者機関による監視 cf. イギリス：テロリズム立法独立審査官 
 https://terrorismlegislationreviewer.independent.gov.uk/ 
 
(2)緊急事態対応に関する憲法学説の議論状況の変容 
①通説（芦部信喜）による国家緊急権の定義（芦部 1992: 65） 
(a)戦争・内乱・恐慌ないし大規模な自然災害など、(b)平時の統治機構をもってしては対処できない非常事態

において、(c)国家権力が、国家の存立を維持するために、(d)立憲的な憲法秩序（人権の保障と権力分立）を

一時停止して、非常措置をとる権限 
 
②憲法学界における「二分論」の有力化 
(a)「緊急事態」と「非常事態」の区別（愛敬 2015） 
㋐緊急事態：平時の法制度・法運用とは異なる対応を必要とする事態を広く含む 
㋑非常事態：「平時の統治機構をもってしては対処できない」程度の緊急事態のみを指す 
(b)emergency に対処するための特別な立法や法運用が行われるとしても、「平時の統治機構」の下でそれが

行われ、立憲的統制が十分に機能するのであれば、それは「緊急事態」であっても、「非常事態」ではない 
 
(3)憲法方式と法律方式の区別 
①日本の制度設計は小選挙区中心の議院内閣制のため、厳格な権力分立を採用する国（アメリカ）や連邦制

を採用する国（ドイツ）と比べて、政府への権力集中が容易 
＊憲法（立憲主義）の役割を「根拠」ではなく「統制」に求めるのであれば、厳格な権力分立や権力分立を

採用しない日本の憲法制度の下では、法律方式を優先すべき 
②憲法遵守の意識が乏しい政府の下では、法律方式を優先すべき 
＊臨時国会の召集期限（憲法 53 条）に関する自民党の改憲案と実際の対応 
 
３ 現在の改憲論議における緊急事態条項論――その「軽さ」と「重さ」 

(1)緊急事態条項論議の特徴 【資料２・３】 
①憲法上の「根拠」が議論の中心 
②戦争・自然災害・パンデミック等の事態を区別せずに議論 
③明文改憲が必要な論点での合意形成→国会議員任期延長問題 
 第 45 条：衆議院議員の任期は、4 年とする。但し、衆議院解散の場合には、その期間満了前に終了する。 
 第 46 条：参議院議員の任期は、6 年とし、3 年ごとに議員の半数を改選する。 
 
(2)日本弁護士連合会・東京弁護士連合会の意見書 
①日弁連「日本国憲法に緊急事態条項（国家緊急権）を創設することに反対する意見書」（17/2/17） 
②日弁連「大規模災害に備えるために公職選挙法の改正を求める意見書」（17/12/22） 
③日弁連「国会議員の任期延長を可能とする憲法改正に反対し、大規模災害に備えるための公職選挙法の改

正を求める意見書」（23/5/11） 
④東弁「緊急事態時に国会議員の任期延長等を認める憲法改正に反対する意見書」（23/12/7） 
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(3)明文改憲のテーマとしての緊急事態条項の「美味しさ」 
①政局 

(a)９条改憲に関する公明党の「消極性」➡任期延長改憲への積極性 
(b)保守系野党（維新・国民）にとっての「美味しさ」→立憲民主党との「差別化」 
(c)「立憲主義のための明文改憲」を主張できる➡立憲民主党保守派の「抱き込み」 【資料４】 

②「平和憲法」と呼ばれる日本国憲法の「体質 constitution」を変更できる 
 Cf. 愛敬浩二「「羊頭狗肉」の改憲論議？」https://shiminrengo.com/archives/7412 
 
４ 緊急権制度の「遠心・乖離的傾向」と、「市民社会」の「強さ」と「弱さ」 

(1)ドイツ基本法の「緊急事態憲法」（1968 年改正）【資料５】 
①「制度化された緊急権の完成形態」（水島朝穂）の下でも新たな緊急事態（1970 年代の一連のテロリズム

等）に関連して「超法規的緊急避難の法理」が援用され、学説では「不文の超憲法的国家緊急権の法理」が

論じられてきた。 
②「緊急権の制度化を極限まで追求しても、『新しい事態』の出現によって制度化の枠を超える遠心・解離的

傾向が不可避的に生み出されるという緊急権のアポリアに逢着する」（水島 1995: 208） 
 
(2)緊急権制度と「市民社会」の「強さ」 
①「戒厳令のエピソードは韓国社会における民主主義への強い支持を照らし出した」（Ha 2024） 
②「フランスでは、司法審査に代り、路上の市民が実効的なコントロールを行いがちであり、その先例とし

て、非常事態での措置である 1830 年の 7 月革命に対する市民の蜂起（栄光の 3 日間）が記憶されている」

（小島 2017） 
＊「路上の市民のコントロール」については、アルジェリア戦争という非常事態をパリで経験した憲法学者

の回想が印象的（樋口 2007: 15-28） 
 
(3)緊急権制度と「市民社会」の「弱さ」 
①戒厳宣布後に露呈した韓国社会の困難？ 

(a)尹大統領支持者らがソウル西部地裁に乱入して暴徒化（25/1/19） 
(b)「韓国与党支持率上昇 最大野党上回る」（読売 25/1/18） 
(c)20・30 歳代男性の反フェミニズム／右傾化と極右 YouTuber の影響力(Lee 2025) 

②「ポスト・デモクラシー」論と「永遠の政治」論（愛敬 2023） 
(a)「ポスト・デモクラシー」論 
㋐「先進工業国の大半において、どんな政党が政権に就こうと、国の政策には富者の利益になるよう一定

の圧力が継続的にかけられる」 
㋑「企業のほうが知識面で政府より優位であるとの考えが議論の余地ないイデオロギーと化している」 

＊日本の「ポスト・デモクラシー」状況：2010 年参院選前の菅直人首相の消費税 10％発言（愛敬 2020） 
(b)「永遠の政治」論：「政策選択の幅」が小さいからこそ、権力者は「文化戦争」（トランプ派のマスク拒

否）や情報操作（Fake News 等）に頼る 
㋐「大規模な不平等が固定化し、プロパガンダが政策にとって代わり、必然性の政治から永遠の政治に移

行するなどロシアで実際に起きたことは、アメリカやヨーロッパでも起こりうる」 
㋑「必然の政治」（ヨーロッパ・アメリカ）と「永遠の政治」（ロシア） 

＊永遠の政治：政府の役割は将来の幸福を約束することではなく、現在の社会を脅威から守ること。永遠

の政治を唱える政治家は危機をでっちあげ、その結果生じる感情を操作する。 
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【資料１】大韓民国憲法（1987年制定、1988年施行） 

第76条〔緊急処分・命令〕 
１ 大統領は、内患、外患、天災、地変又は重大な財政及び経済上の危機に際し、国家の安全保障又は公共

の安寧秩序を維持するために緊急の措置が必要となり、国会の集会を待つ余裕がないときに限り、最小限に

必要な財政及び経済上の処分を行い、又はこれに関して法律の効力を有する命令を発することができる。 
２ 大統領は、国家の安危に関わる重大な交戦状態に際し、国家を保衛するために緊急な措置が必要となり、

国会の集会が不可能なときに限り、法律の効力を有する命令を発することができる。 
３ 大統領は、第１項及び第２項の処分又は命令をしたときは、遅滞なく国会に報告し、その承認を得なけ

ればならない。 
４ 第３項の承認を得られなかったときは、その処分又は命令は、そのときから効力を喪失する。この場合、

その命令により改正又は廃止された法律は、その命令が承認を得られなかったときから、当然に効力を回復

する。 
５ 大統領は、第３項及び第４項の事由を遅滞なく公布しなければならない。 
 
第77条〔戒厳の宣布〕 
１ 大統領は、戦時、事変又はこれに準ずる国家非常事態に際し、兵力をもって軍事上の必要に応じ、又は

公共の安寧秩序を維持する必要があるときは、法律の定めるところにより、戒厳を宣布することができる。 
２ 戒厳は、非常戒厳及び警備戒厳とする。 
３ 非常戒厳が宣布されたときは、法律の定めるところにより、令状制度並びに言論、出版、集会、結社の

自由及び政府又は法院の権限に関して、特別の措置を講ずることができる。 
４ 戒厳を宣布するときは、大統領は、遅滞なく国会に通告しなければならない。 
５ 国会が、在籍議員の過半数の賛成により、戒厳の解除を要求したときは、大統領は、これを解除しなけ

ればならない。 
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【資料２】自民党改憲推進本部「日本国憲法改正草案」（2012年 4月） 

９章 緊急事態 
第98条 （緊急事態の宣言） 
１ 内閣総理大臣は、我が国に対する外部からの武力攻撃、内乱等による社会秩序の混乱、地震等による大

規模な自然災害その他の法律で定める緊急事態において、特に必要があると認めるときは、法律の定めると

ころにより、閣議にかけて、緊急事態の宣言を発することができる。 
２ 緊急事態の宣言は、法律の定めるところにより、事前又は事後に国会の承認を得なければならない。 
３ 内閣総理大臣は、前項の場合において不承認の議決があったとき、国会が緊急事態の宣言を解除すべき旨

を議決したとき、又は事態の推移により当該宣言を継続する必要がないと認めるときは、法律の定めるとこ

ろにより、閣議にかけて、当該宣言を速やかに解除しなければならない。また、100 日を超えて緊急事態の

宣言を継続しようとするときは、100 日を超えるごとに、事前に国会の承認を得なければならない。 
４ 第２項及び前項後段の国会の承認については、第 60 条第２項の規定を準用する。この場合において、同

項中「30 日以内」とあるのは、「５日以内」と読み替えるものとする。 
 
第99条 （緊急事態の宣言の効果） 
１ 緊急事態の宣言が発せられたときは、法律の定めるところにより、内閣は法律と同一の効力を有する政令

を制定することができるほか、内閣総理大臣は財政上必要な支出その他の処分を行い、地方自治体の長に対

して必要な指示をすることができる。 
２ 前項の政令の制定及び処分については、法律の定めるところにより、事後に国会の承認を得なければなら

ない。 
３ 緊急事態の宣言が発せられた場合には、何人も、法律の定めるところにより、当該宣言に係る事態におい

て国民の生命、身体及び財産を守るために行われる措置に関して発せられる国その他公の機関の指示に従わ

なければならない。この場合においても、第 14 条、第 18 条、第 19 条、第 21 条その他の基本的人権に関す

る規定は、最大限に尊重されなければならない。 
４ 緊急事態の宣言が発せられた場合においては、法律の定めるところにより、その宣言が効力を有する期間、

衆議院は解散されないものとし、両議院の議員の任期及びその選挙期日の特例を設けることができる。 
 
【資料３】自民党改憲推進本部「憲法改正に関する議論の状況について」（2018/03/26） 

73条の 2  大地震その他の異常かつ大規模な災害により、国会による法律の制定を待ついとまがないと認め

る特別の事情があるときは、内閣は、法律で定めるところにより、国民の生命、身体及び財産を保護するた

め、政令を制定することができる。 
２ 内閣は、前項の政令を制定したときは、法律で定めるところにより、速やかに国会の承認を求めなけれ

ばならない。 
 
64条の２ 大地震その他の異常かつ大規模な災害により、衆議院議員の総選挙又は参議院議員の通常選挙の

適正な実施が困難であると認めるときは、国会は、法律で定めるところにより、各議院の出席議員の３分の

２以上の多数で、その任期の特例を定めることができる。 
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【資料４】衆議院憲法審査会での改憲派委員の発言 

北神圭朗委員（有志の会）「今回の議員任期の延長の制度、これを憲法上創設することは、緊急時において

できるだけ国会の機能を維持し、安易に超法規的な措置に頼らず、立憲主義と行政に対する民主的統制をぎ

りぎり守るためにも不可欠であると考えます」（208 衆⑤22/03/17: 6）。 
山下貴司委員（自民党）「立憲主義を貫く、そして国民の生命を守るためにも、早急に緊急事態における憲

法の在り方について議論し、特に国会議員の議員の任期の延長、そして緊急政令の要否について議論すべき

ことは明らかである」（210 衆②22/10/27: 8）。 
新藤義孝委員（自民党）「どのような緊急事態においても国会機能の維持をぎりぎりまで追求し、それでも

困難となった場合に、政府による超法規的措置の執行を防ぎ、立憲主義の下で政府を行動させようという仕

組みであります」（210 衆⑤22/12/01: 4）。 
 
【資料５】ドイツ基本法 

第35条（連邦およびラントの法律上および職務共助、災害救助） 
(1)は省略。 
(2)……自然災害または特に重大な災厄事故の場合に救助を受けるために、ラントは、他のラントの警察力、

他の行政官庁の力と設備、ならびに、連邦国境警備隊および軍隊の力と設備とを要請することができる。 
(3)自然災害または災厄事故が一のラントを超える領域に危険を及ぼすときは、連邦政府は、これに有効に対

処するのに必要な限度において、ラント政府に対し、他のラントのために警察力を使用させるべきことを指

図することができ、また警察力を支援するために、連邦国境警備隊および軍隊の部隊を出動させることがで

きる。第一文による連邦政府の措置は、連邦参議院の要求があるときはいつでも、〔また〕その他の場合には

危険が除去されたのち遅滞なく、中止するものとする。 
 
第115ａ条（防衛上の緊急事態の定義およびその確定） 
(1)連邦領域が武力によって攻撃され、または、このような攻撃が直前に差し迫っていること（防衛上の緊急

事態）の確定は、連邦参議院の同意を得て、連邦議会が行う。その確定は、連邦政府の申立てに基づいて行

い、連邦議会議員の投票数の三分の二の多数、少なくともその過半数を必要とする。 
(2)状況からして不可避的に即時に行動することが必要とされ、かつ、克服しえない障害があって連邦議会が

適時に集会することが不可能なときは、合同委員会がその委員の投票数の三分の二の多数、少なくとも過半

数をもってこの確定を行う。 
(3)～(5)は省略。 
 
第115ｇ条（連邦憲法裁判所の地位） 
 連邦憲法裁判所およびその裁判官の憲法上の地位、およびその憲法上の任務の遂行は、侵害してはならな

い。連邦憲法裁判所法を合同委員会の〔議決する〕法律で変更することが許されるのは、連邦憲法裁判所の

見解からしても、この変更が裁判所の活動能力を維持するのに必要であるとされる限度においてのみである。

連邦憲法裁判所は、このような法律が発布されるまで、裁判所の活動を保持するのに必要な措置をとること

ができる。連邦憲法裁判所は、出席した裁判官の過半数をもって、第二文および第三文による決定を行う。 
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「えっ、『戒厳令』・・・？

どういうこと？」

ー韓国の戒厳令を体験するー

1
参照）AERA.dot筆者記事「韓国人ではなくとも怒りが湧いてきた」

新外交イニシアティブ（ND）代表

弁護士 猿田佐世

12月3日非常戒厳
22時25分 「非常戒厳」宣布

戒厳司令部が組織（司令官は陸軍大将）

23時頃 「布告令」宣布

●国会・地方議会、政党活動、集会デモなど政治活動禁止

●言論と出版は戒厳司令部によって統制

●無令状逮捕、強制捜索が可能

★国会議員が解除要求を決議できるか★

●国会に軍が出動して、決議阻止、議員身柄拘束の試み

4日 1時 与党一部も含め190人で可決

4時28分 尹大統領 「非常戒厳」解除 2
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日本で流れる言説

●「反日・親北の進歩派によるデモ」

→ 韓国の民主主義が戒厳令を阻止したことは、

保革問わず誇り

●「良好な日韓関係を築いた尹大統領から、進歩
派の大統領に変わることで、また歴史問題が蒸し
返され、日韓関係が悪化する」

→ 韓国の保守も日本の対応には強い不満

15

民主主義について

●軍事政権を国民の手で民主化

●教育課程で歴史を学ぶ

●親の背中を見て育つ若い世代

●自らが民主主義を守る、という気概

16
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こちら特報部と緊急事態条項

東京新聞特別報道部長

中山洋子

1

 

   2024 年 12 月 6 日「韓国『戒厳令』と緊急事態条項」 

2018 年 7 月 11 日「宴会ツイッター」の波紋 

2014 年 11 月 26 日「勢いづく改憲派」 

2020 年 4 月 7 日「コロナ下の『緊急事態』を考える」 

2022 年 8 月 2 日「旧統一教会と自民、改憲案一致」 
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「緊急事態条項」必要論の傾向と対策

■傾向

・災害やパンデミックなど人々の不安が募っている時
に、国民を守ることができないのは「国に強い権限が
ないから」との理屈で登場。

・何度も論破されたロジックが繰り返される。

■対策

・政府の失策と憲法は関係があるのか、「必要論」が
わき出るたびに問い直し、読者の理性と良心に訴える。

・あきらめない。
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